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はじめに

2014年7月25日，内閣官房に「まち・ひと・しごと
創生本部」設立準備室が発足し，9月3日の内閣改造で
石破茂地方創生担当相を任命して，安倍晋三首相を本部
長とする「まち・ひと・しごと創生本部（地方創生本部）」
が設置された．地方の人口減少問題が注目される中で，
当面の地域活性化や中長期ビジョンが策定される．地方
の人口問題は首都・東京のあり方と無関係に論じられな
い．東京はこれから急速な超高齢化に突入し，2020年
五輪開催の5年後に東京の75歳以上の高齢者は何と約
200万人に達する．都の試算では20年をピークに人口
も減少に転じ，2060年には人口が今より300万人減少
する．一方，我が国の農業従事者は65歳以上が6割を
占めており，「農業は儲からないから」そうなるのも仕
方ないと言われつづけ，どこにも突破口が見いだせなく
なっているのが現状である．そこで我が国が戦略的に目
指す農業の型としては，オランダ，デンマーク，スイス，
ドイツなどのような高付加価値を目指す「成熟先進国型
農業」しかなく，原料生産ではなく，生産性が高く，か
つ，付加価値の高い農産物生産を行って，さらに将来的
には輸出力のある農業を目指す必要がある．以上のよう
に，我が国の“地方創生”は前途多難と言えるが，三重
県におけるより高付加価値・高効率な農林水産業への転
換の取組みの一環として，「地産地消型バイオリファイ
ナリー」について紹介したい．

みえバイオリファイナリー研究会

2013年11月号の本誌Branch Spiritにおいて，筆者は
中部支部の活動として「みえバイオリファイナリー研究
会」について紹介した（生物工学会誌91巻11号659頁
参照）．すなわち，三重県の鈴木英敬知事が掲げる「み
えグリーンイノベーション構想」において，バイオリファ
イナリーをはじめ太陽光発電や風力発電など新エネル
ギーを活用した産業振興や県域を越えた「広域連携」に
よる新産業創出を進めている．また特に，三重県ではグ
リーンイノベーションを推進するためには「推進体制の
整備」と「ネットワークづくり」が大切であると考えて
おり，全国規模で環境・エネルギー関連のビジネスチャ

ンスを生み出せる事業者を育成するため，産学官連携で
「みえスマートライフ推進協議会」を運営し，グリーン
イノベーション推進部会，地域モデル検討部会（環境・
エネルギー関連技術の活用によるまちづくり），新エネ
ルギー導入部会の3部会で推進している．また，みえバ
イオリファイナリー研究会は特別顧問として日本総合研
究所の寺島実郎理事長，技術顧問に京都大学の植田充美
教授と筆者が就任している．

三重県におけるバイオリファイナリー調査

化石資源の使用量削減による低炭素化社会を実現する
ための処方箋の一つとして注目されている非可食のバイ
オマスを原料としたバイオリファイナリーについて，三
重県の地域特性，産業特性を活かした，みえ発の研究開
発プロジェクトに資する新たな連携テーマ（研究開発の
種）を発掘することを目的として行われた 1)．バイオリ
ファイナリーを単にエネルギーとしてだけではなく，「バ
イオケミカル関連産業」という新たな産業創生につなげ
るために必要な要素として，原料バイオマス量，バイオ
マスの転換技術やバイオマス由来製品の製造技術および
製品の市場性が重要である．調査結果から，三重県は日
本の中でも有数のバイオリファイナリーを実現させるた
めのポテンシャルが高い地域であることが明らかとな
り，三重県において有望な原料，技術および製品の組合
せを分析したところ，いくつかの研究開発の種が抽出で
きた．以下に研究開発の種を事業化までの期間が比較的
早いと思われる順に示す．

①バイオマスのカスケード利用による医薬品などの高付
加価値品の製造
②前処理，糖化工程のコストダウンを図ったうえでのバ
イオエタノールの製造
③バイオマテリアル製造技術によるセルロースナノファ
イバーなどの製造
④熱分解やガス化技術による重油代替としてのバイオオ
イルの製造
⑤前処理，糖化工程を経て，発酵法によるバイオプラス
チック原料およびバイオプラスチックの製造
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未利用柑橘類からのバイオ燃料生産

三重県においてバイオリファイナリー促進による新た
な産業創生を行い，次世代型産業コンビナートを創造し
ていくためには，上述のような研究開発の種について，
三重県が事業環境（ネットワーク化，コーディネイト）
を整備し，企業が中心となって事業化を進めて行くため
の検討（ワーキング）を行い，みえ発の研究開発プロジェ
クトを立ち上げ，バイオリファイナリー関連技術のイノ
ベーションを行っていく必要があると考えられる．これ
を実践する取組みとして，2013年度よりNEDO新エネ
ルギーベンチャー技術革新事業「未利用柑橘類を活用し
たバイオ燃料生産の技術開発」を行ってきた．すわなち，
三重県東紀州地域に位置する御浜町において，一年中収
穫される柑橘類（みかん）を原料として，辻製油株式会
社（三重県松阪市）によって高付加価値産物として柑橘
類の皮から脂溶性リモネン類を抽出するとともに，抽出
粕や搾汁粕，その他規格外品や摘果物など得られた良質
のセルロース系バイオマスを嫌気性細菌Clostridium 
cellulovoransを用いて完全分解・糖化するとともに，
得られた糖をアセトン -ブタノール -エタノール（ABE）
発酵菌として有名なC. acetobutylicumを同一タンク内で
並行複発酵させることでバイオ燃料生産を行うことに成
功した（図1）2)．今回使用した柑橘類バイオマスは分解・
糖化のための前処理をする必要がなく，またC. 
acetobutylicumは分解・糖化して得られたC5・C6糖を
ほぼすべて利用可能であった．以上のことから，本シス
テムはいわゆる糖化・発酵を一貫したConsolidated 
Bioprcessing（CBP）が適応可能であり，さらにC. 
cellulovoransおよびC. acetobutylicumはともに最適生育
温度が37°Cであるので，バイオ燃料生産コストの大幅
な低減化が実現できると期待できる．

“地域創生”とバイオリファイナリーへの展望

地域創生を実現するポイントは，新規産業を創生して
地域に雇用を創出することである．そのための近道は，
大学の技術シーズを積極的に事業化することが望まれる
が，大学側の知的財産戦略やTLOなどの技術移転機関
との協力や緊密体制がより一層重要になってきている．
そこで，NEDOプロジェクトの成果を事業化するため
に，2014年7月8日に大学発ベンチャー「エコバイオフ
ル株式会社（代表取締役社長　吉井淳治氏）」を設立した．
また同社は2014年10月から公益財団法人三重県産業支
援センター高度部材イノベーションセンター（AMIC）
（三重県四日市市）への入居が決定しており，三重県と
連携して次世代型産業コンビナートの創造を目指して展
開していく予定である．
一方，国内における既知のバイオマスの安定的な確保
は困難であるため，新たなバイオマス資源の開発が必須
になってきている．そこで，三重県で養殖されている大
型藻類に注目し，そのバイオリファイナリー技術開発に
も着手している．また，間伐材などを用いたバイオマス
発電から大量に排出される低温の廃熱（コジェネレーショ
ン）を利用したバイオリファイナリー技術開発にも注目
しており，“バイオ・エコタウン”を創造できれば次世代
の若者にとっての新たな雇用創出につながるとともに，
地産地消型で安心・安全な魅力あるまちづくりを実現す
ることができ，少子・超高齢化対策やさらには一次産業
の活性化につながると期待している．また，地方創生の
実現にはこれまで以上にマーケット，異分野産業，人財
等々にオープンな姿勢を持つとともに，双方向のコミュ
ニケーションを高めることで，高付加価値を生み出す新
たなバリューチェーンや新産業・新事業のネットワーク
を構築できるような環境を整備していく必要がある．
最後に，気候変動に伴う温室効果ガスの削減は緊急の
課題になっており，これに関連する技術はこれまで以上
に注目されると思われる．したがって，バイオリファイ
ナリーを実現することで真の“成熟先進国型農林水産業”
を目指すことが新たなイノベーションを創出し，これを
ビジネスモデルとして地方創生を実現することができた
ならば，さらにグローバルに通用する新たなビジネス
チャンスを生み出す時代が到来するだろう．
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